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はじめにはじめに

近年、我が国では少子高齢化の進行や社会情勢の変化に伴い、家庭や地域の相互扶助機能の低近年、我が国では少子高齢化の進行や社会情勢の変化に伴い、家庭や地域の相互扶助機能の低

下を背景とした、孤立死や自殺、ひきこもり、子どもの貧困など既存のサービスだけでは解決に下を背景とした、孤立死や自殺、ひきこもり、子どもの貧困など既存のサービスだけでは解決に

至らない生活・福祉課題が顕在化しています。至らない生活・福祉課題が顕在化しています。

こうした中、生活・福祉課題の解決のために、身近な生活圏域における住民同士の「支え合い」こうした中、生活・福祉課題の解決のために、身近な生活圏域における住民同士の「支え合い」

による小地域福祉活動の取り組みがますます重要となってきています。による小地域福祉活動の取り組みがますます重要となってきています。

沖縄県社会福祉協議会（以下「本会」という）では、市町村社会福祉協議会や各関係機関等と沖縄県社会福祉協議会（以下「本会」という）では、市町村社会福祉協議会や各関係機関等と

連携し、小地域福祉活動を通じた地域のつながりの再構築や住民参加で取り組む見守り活動、地連携し、小地域福祉活動を通じた地域のつながりの再構築や住民参加で取り組む見守り活動、地

域づくり、福祉教育・啓発活動を推進し、普及・定着を図ってきました。域づくり、福祉教育・啓発活動を推進し、普及・定着を図ってきました。

本会では、平成 24 年度に県民の福祉課題を把握するため、住民に最も身近な存在である民生委本会では、平成 24 年度に県民の福祉課題を把握するため、住民に最も身近な存在である民生委

員・児童委員を対象にアンケート調査を行いました。員・児童委員を対象にアンケート調査を行いました。

調査から見えてきた課題の特徴として、「制度の狭間」「複合的な課題」「支援・サービスの拒否」調査から見えてきた課題の特徴として、「制度の狭間」「複合的な課題」「支援・サービスの拒否」

など、既存の制度や支援方法のみでは対応できない課題が多くあることがわかり、本会では、平など、既存の制度や支援方法のみでは対応できない課題が多くあることがわかり、本会では、平

成 27 年度より「社会的孤立対策モデル事業」をスタートさせました。成 27 年度より「社会的孤立対策モデル事業」をスタートさせました。

モデル市町村において「地域相談窓口」や「支え合い委員会」等の設置による「身近な相談・モデル市町村において「地域相談窓口」や「支え合い委員会」等の設置による「身近な相談・

支援の仕組みづくり」や、「専門職の配置」による「ニーズに合わせた出向く支援の実施」に地域支援の仕組みづくり」や、「専門職の配置」による「ニーズに合わせた出向く支援の実施」に地域

の実情を踏まえて取り組んだところ、課題として「住民主体の活動」「関係機関との連携」「地域の実情を踏まえて取り組んだところ、課題として「住民主体の活動」「関係機関との連携」「地域

支援活動」などを更に強化する必要があることがわかりました。支援活動」などを更に強化する必要があることがわかりました。

こうした実践を踏まえて、社会的孤立状態にあるまたはそのリスクのある方々、生活課題を抱こうした実践を踏まえて、社会的孤立状態にあるまたはそのリスクのある方々、生活課題を抱

えている方々に対して、身近な地域における支え合い活動や、関係機関・団体が連携して支援すえている方々に対して、身近な地域における支え合い活動や、関係機関・団体が連携して支援す

る仕組みづくりを展開するため、平成 29 年度より、県域の福祉関係団体の参画を得て「地域の人々る仕組みづくりを展開するため、平成 29 年度より、県域の福祉関係団体の参画を得て「地域の人々

が明るいネットワークを築き支え合う社会の実現」をスローガンとした「サンクス運動（以下「本が明るいネットワークを築き支え合う社会の実現」をスローガンとした「サンクス運動（以下「本

運動」という）」がスタートしました。運動」という）」がスタートしました。

本運動では、「住民主体の支え合い活動・住民相互の取り組み」「地域における課題に対して関本運動では、「住民主体の支え合い活動・住民相互の取り組み」「地域における課題に対して関

係機関が連携して対応する取り組み」「コミュニティソーシャルワークを担う人材の配置」を推進係機関が連携して対応する取り組み」「コミュニティソーシャルワークを担う人材の配置」を推進

することで、「住民一人ひとりが地域における様々な課題に対して目を向け誰もが課題を抱えていすることで、「住民一人ひとりが地域における様々な課題に対して目を向け誰もが課題を抱えてい

る方に寄り添う地域」「住民だけでは解決が難しい課題に対して住民主体の支え合い活動及び専門る方に寄り添う地域」「住民だけでは解決が難しい課題に対して住民主体の支え合い活動及び専門

職の強みを生かした課題解決が行われ、誰もが住みやすい地域」「住民と様々な関係機関のつなぎ職の強みを生かした課題解決が行われ、誰もが住みやすい地域」「住民と様々な関係機関のつなぎ

役になりつつ、誰もが困っていることを気軽に相談できる地域」を目指しています。役になりつつ、誰もが困っていることを気軽に相談できる地域」を目指しています。

本運動の、取り組みに至るまでの調査研究やモデル事業の成果や課題をもとに、サンクス運動本運動の、取り組みに至るまでの調査研究やモデル事業の成果や課題をもとに、サンクス運動

の趣旨等を共有し、さらなる小地域福祉活動の推進を図るため、今回、「小地域福祉活動実践事例集」の趣旨等を共有し、さらなる小地域福祉活動の推進を図るため、今回、「小地域福祉活動実践事例集」

を作成いたしました。を作成いたしました。

小地域福祉活動実践へ向け、参考までにご活用いただければ幸いです。小地域福祉活動実践へ向け、参考までにご活用いただければ幸いです。

          令和 2 年 2 月          令和 2 年 2 月

          沖縄県社会福祉協議会          沖縄県社会福祉協議会
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　安里地区では、自治会長や民生委員等を中心と
して地域の課題を話し合う「支え合い委員会」を
設置しています。平成 30年度からは、身近な相
談を受け付ける「地域相談窓口」も設置し、また
地域見守り隊も結成しました。
　委員会では、2ヵ月ごと（奇数月）に地域から
上がってきた課題に対し、地域でどのように支援で
きるのかを検討し、必要な時には、町社協等の専
門職に繋げるなど、積極的に活動を行っています。

　村内全19字に、「しま～の何でも相談会」（地
域相談窓口）が設置されています。
　公民館を活用して区長、民生委員、保健師、社
協職員にて、毎月1回、住民が地域で生活してい
く上での様々な課題を受け止め、課題解決を図る
実践が行われています。

住民主体の支え合い活動
住民相互の取り組み

安里地区の取り組み（八重瀬町）

「しま～の何でも相談会」の実施（今帰仁村）

地域における福祉教育の取り組みを通じ、住民自身が地域の課題に気づき、課題解
決に向けた取り組みに主体的にかかわれるよう地域の特性に応じた支え合い・生活支
援活動等を推進し、関係機関等との連携による課題解決の仕組みづくりを推進します。

　北中城村にある和仁屋地区では、2018年 6月
に地域支え合い活動を行う「ほっと愛隊 in 和仁屋」
を結成し、自治会長をはじめ民生委員や老人会、
自主防災会のメンバー18名で構成されています。
　活動内容として、毎月第2木曜日に地域の空き家
の状況確認や対応策など、区民の困りごとについて
の会議や、区民を対象にした防災訓練も行っています。
　同村が行う「生活支援体制整備事業」の一環と

して、2018年 6月から一年間のモデル指定を受けたことをきっかけに活動を始め、モデル指定が終了し
た後は、自治会の協力を得ながら自主運営で活動を継続しています。今後の具体的な活動として、定期
的な会議に加え、ウォーキングを通した地域住民への見守り声掛け活動を予定しています。　

ほっと愛隊 in和仁屋（北中城村）
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　子どもの夏休み期間に合わせ、公民館を拠点と
した活動である「夏休み子ども居場所づくり」が
行われました。
　地域ボランティアが主体となって実施され、学
習支援や昔遊びが行われており、2019年 8月で
2年目になります。
　他市から移住してきた住民から「引っ越しした当
初は地域に馴染めるか心配だったが、地域愛が素
晴らしい地区なので、安心して暮らすことができて
います」と話しがありました。

　与那原町の「まるはな食堂」では、平日16時
から18時まで子ども食堂を開催しています。
　2019年 4月に代表者の花城勇榮さんが立ち上
げ、自主財源で運営を行っており、協力者の平良
秀美さんと２人で開催しています。多い時には数十
名の子ども達が集います。
　何か子ども達に異変を感じた時には、地域の民
生委員へ情報を繋ぐなど、連携を図っています。

「夏休み子どもの居場所づくり」（八重瀬町）

まるはな子ども食堂（与那原町）

　うらそえぐすく児童センター内で活動する「てぃー
だこども食堂」は、毎週土曜日10 時から14 時
まで、来館する児童・生徒への食事の提供や学習
支援に取り組んでいます。
　地域ボランティアは1日5名程参加しており、
また民生委員をはじめＰＴＡ関係者等が中心となっ
ていることが特徴です。
　活動の成果として「高校進学を通し、日中の進学
ができるようになった」「地域との交流を通して、夢を
持って生活できるようになった」と話しがありました。

てぃーだこども食堂（浦添市）
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　住民の日常生活で異変と思われる状況を発見した
場合に、関係機関へ連絡する体制整備の促進や住
民相互の支え合うまちづくりを推進することを目的に、
「見守りネットワーク協定」が締結されました。協定は、
新聞販売店など、地域の9事業所（令和2年1月
現在）が協定締結をして見守り活動を行っています。

　「誰もが住みよい多文化共生のまちづくり」を推
進することを目的に沖縄市社会福祉協議会の主催
で地域に住む外国人が、災害時に避難情報や避
難所等でのコミュニケーションに不安を抱えないよ
う、支援を行うボランティアを養成する講座が実
施されました。講座では、「分かりやすい日本語で
伝える」ことや「日本語が話せる外国人には通訳
の協力をしてもらう」等の講師からのアドバイスが
ありました。
　参加者からは、「臨機応変に判断・指示すること
の難しさを知った」、「自分も外国人の立場になる
かもしれない。その立場なって判断する視点が持
てた」と語っていました。

地域における課題に対して地域における課題に対して
関係機関が連携して対応する取り組みの推進関係機関が連携して対応する取り組みの推進

見守りネットワーク協定を締結（南風原町）

「災害時外国人支援ボランティア養成講座」（沖縄市）

社協、社会福祉法人・福祉関係団体、NPO、企業、行政等と連携し、住民主体
の活動を支援するとともに、様々な課題の解決に向けた取り組みを推進します。

　西原町内で活動する「にしはら地域応援隊」は「人
と人や社会資源を繋ぐ役割となる」ことを目的に
2018年 8月に発足されました。応援隊は西原町
内の介護施設や病院で勤務する専門職15名で構
成され、ボランティア活動を展開しています。活動
内容は主に町内の自治会に出向き健康体操や健康
講話を行っています。
　構成メンバーの前田
耕平さんは、活動の成
果として「地域住民との
信頼関係が構築され、
顔の見える関係ができ
た」と語っていました。
　現在、「にしはら地
域応援隊テーマソン
グ」の製作や行政、西
原町社協、学校との
連携強化に向けて取り
組みを図っています。

　「FMぎのわん」は、
平成 26 年 5月に設
立され、音楽や教育、
エイターテイメント、
時には野外から中継
を行うなど、多彩な番
組を毎日放送していま
す。また近年では防
災活動にも力を入れて
おり、「防災と地域づくりは切っても切り離せない」
と考え、台風時には24時間体制で地域情報を発
信するなど、防災・減災活動にも貢献しています。
　代表の山内氏は、「宜野湾市社協とも連携してい
ることから、地域の自治会や民生委員と繋がり、地
域住民と信頼関係が築けました。これからも地域
福祉活動にも参加し、地域に根差す社会となれる
よう精進していきたい」と抱負を語られていました。

「にしはら地域応援隊」（西原町）

「FMぎのわん」の取り組み（宜野湾市）



対象者との関係性

地域との関係性

組織内の連携
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　これまで来所相談のみの対応であったが、地域に出向いて相談支援を行うことで、
相談の初回から終結まで安定的に支援を継続できる体制が整い、対象者へのきめ細
やかな継続的支援に繋げるとともに、住民に寄り添いながら複合的な課題には各関
係機関・団体と連携することで課題解決に向けた取り組みができるようになりました。

　これまではソーシャルワーカーが単独で対応していたが、地域とのコミュニケーショ
ンを大切に行っていくことで、地域と社協との信頼関係の構築ができました。また、
地域福祉懇談会や小地域福祉ネットワークに関する会議を開催し、地域の情報や課
題を住民と共有するようになり、地域と社協の関係性も密になりました。また、自治
会長や民生委員等の負担軽減もでき、関係性を良好に保っています。その他にも、コ
ミュニティソーシャルワーカーの呼びかけにより、自治会単位の支援会議が展開でき
たことで、支援ネットワークの構築が図られるようになりました。

　これまで担当ごとの支援でしかなかった活動が、係や部署を越えて声掛けや活動
が一緒にできるようになりました。また、職務会等の業務的な情報交換のみであった
ことが、活動の共有やケースミーティングの実施により、ソーシャルワーカーのスキル
アップにもつながっています。

 コミュニティソーシャルワークを担う人材の配置を行う前と後の変化について

 人材を配置してみての効果と今後の展開

コミュニティソーシャルワークを担う人材の配置の推進

市町村社協にコミュニティソーシャルワークを担う人材を配置し、住民主体の小地
域福祉活動を推進するとともに、社会的孤立状態にある住民や福祉ニーズの把握、
他団体等との連携・調整による円滑な支援を行います。
（平成 30年度末時点での県内配置状況：全 41社協中、28社協で 92名配置）

※以下の項目については、令和元年 12 月に本会の地域福祉部が行った、県内の市町

村社協を対象にしたアンケート調査の結果を基に、コミュニティソーシャルワークに

係る部署の事業統括者から頂いた回答をまとめて記載しています。

　ソーシャルワーカー配置による効果としては、ソーシャルワーカーと地域住民との関わりが増え、
お互いの顔の見える関係が構築され、地域からの要望や課題に迅速に対応できるようになりまし
た。また、自治会や福祉圏域ごとの地域課題や優先課題を整理することができ、ニーズの把握
から解決・支え合いの仕組みづくりまで対応できるようになりました。
　その他、各関係機関や地域からの相談、要望を早急にキャッチし迅速に対応できるようになりました。
　今後は、近隣見守り援助を推進し拡大し、地域の方 と々の連携強化を継続的に行い、社内の
他事業担当者との連携強化も図っていきたいです。






